
達成状況

１．（１）　成果目標：国連大学への拠出を通じて我が国の重要外交課題遂
行を促進し，我が国実施事業と相互に補完する

　活動指標：国連大学の活動を通じた我が国重要外交施策の効果的発信，
我が国重要外交施策の実施

国連大学はホスト国としての我が国との協力を重視し，アフリカ支援，平和構築，生物多様性等，我が国が重視する分野のシンポジウムなどを我
が国政府と共催し，我が国の政策発信に積極的に協力している。2014年11月に開催された「持続可能な開発のための教育（ESD）に関するユネス
コ世界会議」でもサイドイベントを開催するなど，2014年度には共催等の形で13件の行事を日本政府と協力して開催した。
また，2010年秋より開始した大学院プログラムにおいても，我が国の主要大学や他の国連／国際機関と連携し，東京大学等国内の三つの大学と
共同ディプロマ等を行い，学長及び国連政策の最新の動向に通じた研究所員が実際に講義を行う等，我が国の大学改革における国際化の取組
にも積極的に貢献している。２０１４年度までの卒業生４０名のうち累計１１名が，国際機関，政府間機関，各国政府機関，研究機関等に就職して
いる。

分担金・拠出金の名称
Ａ

拠出先の国際機関名

担当課・室名 外務報道官・広報文化組織　国際文化協力室

評価
国際連合大学拠出金

国際連合大学

（４）　成果目標：我が国人材の知見，専門性を通じた国連大学所掌分野へ
の貢献

　　活動指標：国連大学における邦人職員の増強

国連大学の専門職員以上に占める邦人職員の割合は，過去３年で2.0％上昇。
・2013年末時点：9.7%（専門職以上邦人職員7名/専門職以上全体数72名）
・2011年末時点：7.7%（専門職以上邦人職員5名/専門職以上全体数65名）
右数には，ASG1名を含む。

２．　PDCAサイクルの確保 ①計画段階（Plan)：我が国の関連政策に照らしつつ，予算要求。②実施段階(Do)：我が国の拠出金支払い。国連大学との年２回のハイレベル協
議などを通じ，国連大学の活動をモニタリング。各種行事への参加等での協力を通じて我が国プレゼンスの確保。共同事業の実施。③評価段階
(Check)：国連大学のプロジェクト・マネジメントシステム，国連会計監査委員会による外部監査報告書により成果を評価。④フォローアップ(Act)：国
連大学とのハイレベルを含む定期・不定期の協議を通じ，必要に応じて改善を提言。

（２）　成果目標：国連大学の意思決定における我が国のプレゼンス

　　活動指標：国連大学と事案に応じ様々なレベルで定期的に意見交換

東京に本部を置く国連大学の地理的メリットを活用し，国連大学に拠出する各省と国連大学の間で年２回のハイレベル協議を開催し，学長へ直接
我が国の意向を表明してきている。そのほか，事案に応じ様々なレベルで定期的に意見交換を行う。
国連大学の意思決定機関である理事会の理事は個人資格で選任されているが，設立以来邦人の理事が就任している。
また，幹部職員17名のうち2名（12%）が邦人である。

（３）　成果目標：国連大学の専門分野等における影響力及び組織・財政の
効率的マネジメント等

　　活動指標：国連大学の専門分野等における影響力及び国連会計監査委
員会による報告書結果，国連大学の組織・財政マネジメント向上努力

一例として，１９９４年に我が国の協力で国連大学が提唱した「ゼロ・エミッション」という概念は，ある産業の副産物や廃棄物を別の産業において
有効利用することにより，社会全体で資源を循環させるという考え方で，産業界，自治体，市民団体等に広く浸透し，環境問題を考える上で重要な
概念となった。
また，サステイナビリティの研究に関しては，同分野を扱う研究所の所長に日本人が就任しており，関係省庁ともよく連携して意思決定を行ってい
る。
なお，邦人理事は行政官出身のため，学術界出身の理事が多い国連大学における組織・財政の効率的マネジメントに貢献している。

国際機関の概要

国際連合大学（国連大学）は国連決議に基づいて設立され，本部を日本に置く国連機関（昭和５１年の国連と日本との間の協定）。世界各地に所在する研修所等によってネットワークを構築し，地
球規模の諸課題の解決のための調査・研究を行う。また，調査・研究に基づく政策提言を国連システムに対して行い，国連のシンクタンクとしての役割を果たし，あわせて，大学院教育や途上国の
人材育成を行う。

拠出により我が国が期待する成果目標及び活動指標


